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はじめに

　令和３年に世界経済フォーラムが公表した「ジェン

ダー・ギャップ指数」において，我が国は156カ国中120

位であり，男女共同参画が諸外国に大きく遅れを取って

いることが明らかとなった（World Economic Forum, 

2022）。このような状況を踏まえ，日本政府は経済政策の

中核に「女性の経済的自立」を位置付けている（内閣府，

2022）。女性が活躍できる社会の実現を目指す中で近年浮

き彫りになってきたのは，「女性特有の健康課題と仕事と

の両立」という問題である。女性は，女性ホルモンの変

化によって，一生涯を通じて様々な身体的・精神的影響

を受け続ける。月経前３～10日の間続く精神的あるいは

身体的症状で，月経発来とともに減退ないし消失するも

のを月経前症候群（Premenstrual Syndrome：以下，

PMSとする）という。PMSは日本人女性の約95％が悩

まされているにも関わらず（Takeda et al., 2006），これ

まで一般社会ではなかなか疾患として認知されてこな

かった。近年，PMS等の月経関連症状による通院費用や

労働損失を加味した国内の経済的損失が約6,830億円/年

にのぼることが明らかとなり（Tanaka et al., 2013），

PMSの実態の把握やその症状の改善に向けた効果的な介

入が求められている。 

　PMSに対する薬物療法として，低用量経口避妊薬が

用いられることがあるが，本邦女子大学生の約70％が

「経済的負担」「副作用が心配」等の理由から内服を避け

る傾向にある（亀崎他，2020）。PMSに対する心理・行

動的介入が効果的で，さらに効果が持続しやすいという

報告もあり（Kancheva Landolt & Ivanov，2020），

PMSに対する心理的介入が充実することは女性のPMS

の治療の選択肢が増えることに繋がるだろう。

また，サービスギャップの解消，科学技術の進歩と

いった文脈から，メンタルヘルスの実践はここ30年でデ

ジタルメンタルヘルス介入へと徐々に移行している。女

性の健康に関する領域でも近年「フェムテック（Fem-

Tech）」が注目されている。フェムテックとは，女性特

有の健康課題に対応するように設計されたサービス，製

品，およびソフトウェアなどの技術の総称であり，フェ

ムテック市場は世界的に拡大している。内閣府も政府の

方針としてフェムテックの推進を掲げており（内閣府，

2022），2025年時点でのフェムテックによる国内の経済

効果は約２兆円/年（うち月経分野約2000億円/年）に

のぼると試算されている（経済産業省，2020）。

そこで本研究では，PMSに対する心理的介入に関す

る国内外の研究の現状について概観し，今後の展望につ

いて考察を行う。はじめに，PMSの定義とその症状に

ついて確認する。続いて，PMSに対して行われている

心理的介入とその効果について概観する。その際，今後

のフェムテックの興隆を見据え，デジタル技術を用いた

心理的介入にも着目する。

PMSとは何か

PMSの定義

　月経とは，通常，約１ヶ月の間隔で起こり，限られた

日数で自然に止まる子宮内膜からの周期的出血であり

（日本産科婦人科学会，2018），妊娠中を除けば生殖可能

な期間の全体を通してみられる。一般的には思春期の頃

に初めての月経が訪れ，更年期の頃に閉経した後は永久

的に停止する。「卵胞期→排卵期→黄体期→月経」という

順でめぐる規則的な月経周期に関連し，多くの女性は頭

痛・腹痛・むくみ・気分の落ち込み・集中力低下などの

様々な症状を経験する。前章でも述べたとおり，月経周

期の，特に月経前の黄体期に疼痛症状や倦怠感，集中力

欠如，精神的不調等の身体症状・行動症状・精神症状が

現れ，月経の開始とともに消失するものをPMS，さらに

精神症状が重く日常生活に支障をきたすものを月経前不

快気分障害（Premenstrual dysphoric disorder：以下，

PMDDとする），月経期間中に月経に随伴して起こる病

的症状のことを月経困難症といい，日本産科婦人科学会

（2018）は，これらの症状をまとめて，月経随伴症状と定

義している。DSM-5において，PMDDは抑うつ障害群の

月経随伴症状に対する心理的介入の概観と展望
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カテゴリに含まれており，うつ病/大うつ障害群と同列で

ある疾患として示されている。一方で，PMSの診断基準

はPMDDの診断基準に比較すると緩いものとなってい

る。PMSは，国際疾病分類ICD-10において，「中等度の

心理的症状」「腹部膨満・胸部圧迫・体重増加・腫脹・疼

痛・集中困難・睡眠障害・食欲の変化」「これらの症状の

うち１項目が黄体期に該当し，月経開始時に消失する」

という診断基準が設けられているが，各症状の重症度は

規定されていない。いずれにせよ，PMS/PMDDはその

症状の周期性（卵胞期の無症状期間）と，再現性（ほと

んどの月経周期で症状があること）を確認する必要があ

るが，日本の産婦人科医のうち実際にPMS症状を前向き

にモニタリングした上で診断を行っているものは10％に

も満たないという報告もある（Yoshimi et al., 2023）。

PMSの原因と治療

　原因　PMS/PMDDの症状は，エストロゲンやプロゲ

ステロンなどのホルモンバランスが関係していると考え

られている。エストロゲンは，卵巣から分泌される女性

ホルモンの一種であり，卵巣周期の最初の段階である卵

胞期において，成熟した卵胞の形成を促進する役割があ

る。プロゲステロンは，卵胞期後期から排卵期までの間

に黄体から分泌されるホルモンであり，子宮内膜を妊娠

しやすい状態に準備する役割がある。PMS症状は，エス

トロゲンとプロゲステロンが急激に変動する時期（黄体

期）と一致する。特に月経直前の黄体期後期はエストロ

ゲンとプロゲステロンが同時に減少し，さらにプロゲス

テロンの代謝物が増加する時期であり，PMSやPMDD

を抱える女性はこの変動に生理的に敏感に反応して症状

を示すと考えられている（Schmidt et al., 1998）。PMS

の症状は，最長で黄体期の全期間，すなわち約14日間に

及ぶこともあり，そのような症状を持つ女性は一ヶ月の

約半分を不快な症状を抱えながら生活することになる。

治療　PMS/PMDDの標準的な薬理学的治療方法とし

ては，SSRIおよび経口避妊薬が用いられる。日本産科

婦人科学会の治療ガイドラインには，治療にはカウンセ

リング，生活指導，運動療法，経口避妊薬の処方，利尿

薬や漢方薬の投与が記されている（Kawaguchi et al., 

2019）。日本人女性のピルの普及率は2.9％に留まってお

り，イギリス（26.1%），フランス（33.1%），カナダ

（28.5%），アメリカ（13.7%）と比較すると大きな差があ

る の が 現 状 で あ る（The United Nations, 2019）。

Yoshimi et al. （2023） は，日本の産婦人科医1312名を

対象にPMS/PMDDの診断に関するアンケート調査を

行った。PMS/PMDDへの薬物療法として，多く利用さ

れる順に「経口避妊薬（98.1%）」「加味逍遥散（73.6%）」

「当帰芍薬散（53.3%）」「抑肝散（51.5%）」「SSRI/SNRI

の継続的服用（39.2%）」「桂枝茯苓丸（36.5%）」「抗不安

薬（28.4%）」などが挙げられた。非薬物療法としては，「生

活指導（75.0%）」「カウンセリング（27.2%）」「エクササ

イズ（16.3%）」「症状の日誌への記入（14.8%）」「認知行

動療法（14.1%）」「鍼灸治療（1.3%）」が挙げられた。

PMSの影響や，精神疾患との関係

　ホルモンバランスの変動により，脳の神経伝達物質の

バランスが崩れ，集中力や記憶力の低下やイライラや不

安などのPMS症状が現れる。PMSが学業や就業や家庭

生活，社会的関係などに与える影響について，これまで

様々な検討が行われてきた。Nisar et al. （2008） は女子

医学生を対象に横断研究を実施し，PMSが学業成績や

情緒面の健康状態に悪影響を与えることを示している。

Borenstein et al. （2003）は，PMSのある女性は仕事の

生産性の低下，趣味への支障が大きく，医療機関への受

診頻度も高くなることを報告している。また，PMSは

昇進の辞退（大塚製薬, 2022）に影響することも示唆さ

れており，女性の社会的進出の足かせとなっている可能

性がある。

またPMSは精神疾患と密接に関連していることが報

告されている。PMSやPMDDのある女性では，大うつ

病の有病率が高いことが示されている（Forrester-

Knauss et al., 2011）。さらに，PMSは妊娠中および産

後の抑うつ症状の発症のリスク因子であるとされている

（Cao et al., 2020）。これらの多くの研究に共通して言

えることは，PMSとその関連する要素との関係につい

て，ほとんどの研究が横断研究によって検討されてお

り，縦断的研究が不足していることである。同一の対象

を長期的にわたって追跡する縦断的研究を行うことで，

時間とともに変化するPMSの症状や影響をより詳細に

評価することが可能になる。PMSの症状は多岐にわた

るため，縦断的研究はこれらの症状が現れるメカニズム

をより深く理解することができ，効果的な予防や治療方

法の開発に繋がる可能性がある。

PMSに対する心理的介入

　本章では，心理的介入の概念や方法について概観した

のちに，それらがPMSに対してどのように効果がある

のかについて，これまで行われてきた国内外の研究内容

をまとめる。
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認知行動療法

認知行動療法（Cognitive Behavioral Therapy：以

下，CBTとする）は，自分自身や周囲の人々や世界に

ついて持つ考え方（認知）と，それに基づく行動に注目

する。セラピストは，クライエントが問題に対してどの

ような認知を持っているか，あるいはその問題がどのよ

うな行動を促すかといった，現在生じている認知と行動

のパターンを明確に把握し，分析を行う。その後，問題

を修正するための具体的な目標を設定し，問題になって

いる部分を修正するための方法を教えることで，症状の

軽減を目指すという心理的介入法である。CBTは，複

数回のセッションを通して実施され，終了時はフォロー

アップの計画を立てる。例えば，PMSについて扱う場

合，「私はだめな人間だ」といった否定的な感情や自己

評価や，イライラや不安が強く生じたときの衝動的な行

動などを対象に介入できる可能性がある。この場合，否

定的な自己評価に対しては，自分の長所等のいい面や，

成功体験などを挙げていくことでポジティブな自己像を

構築し，偏りのない考え方を促す。また，衝動的な行動

に対しては，自分の感情をコントロールする方法を学ぶ

ことで，そうした衝動的な行動を減少することを目指

す，といった方針が考えられるだろう。

CBTは不安障害，身体表現性障害，過食症，怒りの

コントロールの問題，一般的なストレスに対して効果が

あることが示されている（Hofmann et al., 2012）。ま

た，うつ病や睡眠障害に対して，症状を改善するだけで

なく，再発の予防をすると示す研究もあり，特に睡眠障

害については薬物療法よりもCBTのほうが効果的であ

るとされているなど，その有効性が認められている

（Cuijpers et al., 2013; Mitchell et al., 2012）。PMSに

対するCBTの効果についての検討も，近年増加傾向に

ある。Busse et al. （2009） は，PMSの女性に対する

CBTへ の ラ ン ダ ム 化 比 較 試 験（Randomized 

Controlled Trial：以下，RCTとする）のシステマ

ティックレビューとメタ分析を行い，CBTがPMSにお

ける不安，抑うつ，行動変化，および日常生活への症状

の干渉を大幅に軽減することを示唆した。Izadi-Mazidi 

et al. （2016） は女子大学生を対象に２群のRCTを実施

し，CBTがPMSを抱える女性のQOLを改善すること

を示した。また，フォローアップにより，その効果が

２ヶ月間持続することを確認した。また，ICT技術の進

歩により，近年オンラインによるCBT介入が実施され

ている。Weise et al. （2019）は，PMDDの女性に対し

てオンラインCBTを実施し，PMDDの負担の軽減に大

きな効果があることを示した。特に問題へのコーピング

と，ストレスマネジメントが，治療において重要である

と示している。このように，海外でPMSに対するCBT

の有効性に関する研究が進められている一方で，日本国

内においてはこうした介入研究が未実施であるという課

題がある。今後は，日本国内でもCBTの効果を検証し，

PMSへの対処法を多様化することが必要である。

心理教育

心理教育は，ある症状についてそれらの特徴や原因に

ついて，それらを理解するための科学的に正しい知識を

身につけ，ストレス管理やコーピングのスキルを習得し，

そのスキルを向上させることで，症状の軽減を目指す心

理的介入法である。PMSに対して心理教育を行う場合，

PMSに関する科学的に正しい知識の学習，PMSによっ

て引き起こされる心理的ストレスの軽減方法の学習，ス

トレス管理技術やコミュニケーションスキルの向上，自

己観察や日記の付け方，生活習慣の改善方法を指導する

ことなどが考えられる。心理教育は，自己管理能力を高

めることを目的としているため，一定期間の講座形式で

行われることが多い。また，近年はオンラインでの心理

教育の実施も効果が確認されている。Rathbone & 

Prescott （2017）はシステマティックレビューを行い，

モバイルアプリまたはショートメッセージサービス

（SMS）を通じて心理教育的な内容を配信することで，

ストレス，抑うつ，不安の症状を軽減できることを示し

ている。

PMSに対する心理教育の効果研究は海外を中心に行

われており，その効果が確認されている。例えば，

Taghizadeh et al.（2013）は，PMSを抱える思春期の

女性123人に１週間で３回，１回あたり90分の心理教育

セッションを行うRCTを実施した。セッションの内容

はそれぞれ，「①女性の生殖器官の構造と機能の概観，

PMSが心身に与える影響，PMSに対して不安に思う認

知の修正，食生活と運動の指導」「②ストレスとPMSの

関係，コーピングスキル，リラクゼーション」「③アン

ガーマネジメント，時間管理スキル」で構成されていた。

介入の結果，心理教育がPMSの身体症状，不安，敵意

を緩和することが確認された。

外他（2022）によって，国内における月経に関する教

育介入研究の文献レビューが実施されている。このレ

ビューによると，「月経随伴症状」「食生活」「睡眠」「鎮

痛剤」「運動法・呼吸法・弛緩法」「ツボ療法」が教育内

容として取り入れられる傾向があった。しかしながら，

対象となった論文７件のうちRCTデザインで研究を

行っているものは１件のみであり，その他の研究は１つ
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群に介入を行い，事前と事後にアンケート調査を行って

介入効果を検討するものであった。今後は，介入のバイ

アスを軽減し，その内的妥当性と介入効果を明確に確認

するために，信頼性の高いRCTデザインによる効果検

証が必要である。また，介入効果の持続性を確認するた

めのフォローアップも必要であると考えられる。

国内の調査では，PMSについて学んだことがない人

は男性で約70%，女性では約35%にのぼり，PMSについ

て学んだことがある人のうち，学習手段として「Web

やSNSで自分で情報収集した」が最も多く，その次に

「友人との会話」が続いた（ツムラ，2022）。本邦では未

だPMSへの認知度が低く，知識を必要とする多くの人

が科学的に正しい情報にアクセスできていない可能性が

ある。また，男性にも女性と同様に心理教育を行うこと

が重要であるという報告もあり（Janda et al., 2019），

今後は女性のみならず女性とともに生きる男性へも心理

教育を行い，理解の促進，偏見の解消を行う必要がある

だろう。また，サービスギャップの解消のためにも，カ

ウンセリングや，ワークショップ等の対面形式に加え

て，非対面の支援方法を充実させていくことも求められ

る。

マインドフルネス瞑想

マインドフルネス瞑想は，仏教由来の瞑想法をベース

にしたもので，現在では心理療法の一つとして広く知ら

れている。マインドフルネスとは，“今，この瞬間の体

験に意図的に意識を向け，評価をせずに，とらわれのな

い状態で，ただ観ること”であり，そのマインドフルネ

スの枠組に認知療法を組み入れたマインドフルネスに基

づく認知療法（MBCT）や，マインドフルネスに基づ

くCBT（MBCBT），マインドフルネスに基づくストレ

ス軽減（MBSR）などが実施されている。マインドフル

ネスは抑うつ症状，不安，ストレス，生活の質，身体機

能を大幅に改善することが示されている（Gotink, 

2015）。マインドフルネス瞑想によって，脳内の神経回

路が変化することが示されており，これが効果の一部に

関与しているとされている（Creswell et al., 2016）。

PMSによる身体的・心理的症状を緩和するためのマ

インドフルネス瞑想の効果について，数多くの研究が行

われている。Panahi & Faramarzi （2016）は軽度から

中程度のPMS症状と抑うつ症状を抱える大学生60人を

対象に，８週間のMBCT介入を行うRCTを実施した。

その結果，マインドフルネスが抑うつ，不安，PMS症

状に効果的であることを示した。また，マインドフルネ

スは効果がその後も持続する可能性がある。Askari et 

al. （2018）は，PMSに対する８週間のMBCBT介入の

効果が１ヶ月後も持続していることを確認した。さら

に，Mazaheri Asadi（2022）はスマートフォンで８週

間のマインドフルネス介入を実施し，PMS症状や生活

の質が有意に改善したことを示した。こうしたオンライ

ンでの支援は，コロナ禍における外出制限がある場合

や，まわりにマインドフルネスができる場が無い，支援

の現場に行きづらいなど物理的にアクセスしづらい人た

ちへのアプローチを可能にする有用な手法であるだろ

う。

本邦においては，土井他（2013）が，女子大学生の月

経観とマインドフルネス傾向，PMSの症状との関連につ

いて，心理尺度を用いた横断研究で検討を行い，「体験し

ていることに注意が向いている」という傾向が，PMSの

身体的症状と社会的症状の軽減に影響を与えることを確

認している。本邦においてはPMSを対象とした介入研究

は行われておらず，今後の知見の蓄積が求められる。

バイオフィードバック

バイオフィードバックは，生体信号を測定し，その信

号をフィードバックすることで，自己調整能力を高め，

身体症状や不快感を緩和する心理的介入法である。具体

的には，筋電位，心拍数，心拍変動，心電図，皮膚電気

信号，脳波，体温などの生体信号を計測し，それをモニ

ターに表示することでフィードバックを提供する。利用

者は，モニターに表示された自分の生体信号を確認しな

がら呼吸法などのリラクゼーション技法を実践し，生体

信号の変化を確認する。海外では，Fernández-Alvarez 

et al. （2022）がメタ分析を行い，心拍変動バイオフィー

ドバックとニューロフィードバックが抑うつ症状の改善

に効果があることを示した。また，慢性疾患を抱える子

どもと青年の抑うつ，不安，身体症状に対しても効果が

あることも確認されている（Thabrew et al., 2018）。

こうしたことから，バイオフィードバックはPMSの抑

うつや不安などの心理的症状や，体の痛みなどの身体症

状を軽減させる可能性が推察される。

しかしながら，海外では，PMSに対するバイオフィー

ドバックの介入研究はほとんど実施されていない。国内

では，濱田・国崎（2002）が大学生18名に皮膚温バイオ

フィードバックトレーニングを約１ヶ月半12セッション

実施し，その効果検証を行った。その結果，PMS症状

としての痛み，集中力低下，行動の変化，自律神経失調，

否定的な感情などの症状が改善されたことが確認され

た。また17名に対して同様の追試を行い，17名中14名の

PMS症状が緩和することを確認している。また，赤間



―101―

他（2014）は，PMSに対してニューロフィードバック

の効果検証を実施した。週２回30分のニューロフィード

バックを12週間実施した結果，PMS症状が緩和するこ

とを確認した。ただし，この研究はサンプルサイズが２

名であり，一般化が難しい可能性がある。今後，PMS

へのバイオフィードバックの有効性をさらに検討するた

めには，より大きなサンプルサイズを対象とした研究が

必要である。また，様々な種類のバイオフィードバック

の比較検証，長期的な介入効果の検証なども求められる。

結論と考察

　本研究の目的はPMSの症状軽減を目的とした心理的

介入法に関する国内外の研究を概観することであった。

具体的には，認知行動療法，心理教育，マインドフルネ

ス瞑想，バイオフィードバックを取り上げ，これらの介

入法がPMSの症状緩和に有効である可能性を示した。

さらに，ICT技術を用いた介入についても多くの研究が

あり，スマートフォンアプリやウェアラブルデバイスを

用いた心理学的アプローチがPMS症状の緩和に有効で

あることが示唆された。

近年，デジタルヘルスやフェムテックの発展により，

女性がPMSなどの月経随伴症状を自己管理し，セルフ

ケアスキルを向上させることができる環境が整備されつ

つある。例えば，月経周期やPMSの症状を記入・管理

するスマートフォンアプリの「ルナルナ」は，2020年時

点で1700万ダウンロードを超えている。このような健康

管理アプリの利用により，女性は自分自身の健康管理に

対する意識が高まり，早期発見や予防につながる可能性

がある。また，PMS/PMDDを診察する産婦人科医のほ

とんどが，診断基準に基づいて症状を前向きにモニタリ

ングすることなくあいまいな問診に基づいて治療方針を

決定しており，治療の有効性が疑わしいとされている

（Yoshimi et al., 2023）。このような状況から，スマー

トフォンアプリやウェアラブルデバイスを通じて日々の

症状を前向きに記録・モニタリングするシステムが治療

や介入の質を向上させる可能性があると考えられる。

また，本論文ではデジタル技術がPMS症状の記録や

管理だけでなく，PMSによる抑うつや不安，不眠など

の身体的・心理的症状の改善に有用である可能性を示唆

した。PMSなどの月経随伴症状は多くの女性にみられ，

性成熟期を通じて長期間抱える問題であるため，薬物療

法にみられるような副作用がなく，比較的安価で，効果

的かつ持続的な対処方法が必要である。CBTやライフ

スタイルの修正などの心理・行動的介入は，PMSに対

して効果的で，さらにその効果が持続しやすい治療法で

あり（Kancheva Landolt & Ivanov，2020），デジタ

ル技術を用いた心理的介入は，上記のニーズに応える有

効な介入方法であると考えられる。

デジタル技術やフェムテックの発展は大きな可能性を

秘めている一方，問題点も考えられる。例えば，健康や

個人に関する情報が企業に蓄積されるため，サイバー攻

撃や個人情報漏洩のリスクが考えられる。そのため，デ

ジタル技術を用いた研究を実施する際には，個人情報や

機密情報が適切に管理されるか確認する必要があるだろ

う。また，高価な製品やサービスはアクセシビリティを

阻害する可能性も考えられる。特に貧困層や発展途上国

の女性はフェムテックを利用することが困難であるた

め，社会階層の違いによる格差なども考慮した上で，す

べての人がアクセスしやすい手法について検討する必要

がある。さらに，企業が商品を売るために偏った情報を

提供する可能性があることも考えられる。医療従事者を

始めとする専門家は，フェムテックの製品やサービスに

関して，中立的で信頼性の高い情報を提供する必要があ

る。また，多くの人がWebやSNSを通じてPMSの情

報を収集していることも鑑み（ツムラ, 2022），専門家

はネット上でも科学的に正しい情報にアクセスできるよ

うに配慮，整備をしなければならないだろう。デジタル

ヘルスやフェムテックは比較的新しい分野であり，法整

備が十分に行われていないため，製品やサービスの品質

や安全性についての保証が不十分である可能性が高い。

専門家は規制の整備を促すとともに，PMSに関する研

究を実施することで科学的に信頼できる知見を蓄積せね

ばならないだろう。

さらに，健康問題への対処方法が，セルフケアに偏る

ことの課題についても考慮する必要があるだろう。

PMSのような女性特有の問題は，性差別的な文化や生

理現象に対する偏見，また女性の家庭内や育児における

役割が大きく社会進出が遅れていたことなどの背景もあ

り，長い間医療界の中で軽視され，女性自身の問題であ

るとされてきた。また症状の個人差が大きいことから，

周囲の人々にその辛さを理解されないという問題もあっ

た。そのため，これまで女性たちはPMSの症状につい

てセルフケアに頼らざるを得ないという状況に追い込ま

れてきた。現在もなお，国内のPMSを抱える女性の約

70%が辛さを我慢し，約50％が誰にも相談できていない

という状況にある（ツムラ, 2022）。フェムテックの発

展により，女性が自らの健康管理や予防的なヘルスケア

にアクセスしやすくなった一方で，「自己管理するべき」

といった社会的規範が維持され続けている可能性につい
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て，専門家は留意する必要があるだろう。現に有給の生

理休暇を設定している事業者は全体の約３割にすぎず，

令和２年度に生理休暇の請求をした女性の割合は0.9%

であるなど，制度は形骸化している状態である（厚生労

働省，2020）。また，個人の持つ能力や資源によって，

セルフケア対策の質が大きく変わってくる可能性がある

ため，セルフケアに偏重することが社会的な不平等を助

長する可能性があることも考えられる。女性のセルフケ

ア能力の向上は女性のエンパワメントにつながるが，同

時に，医療や福祉などを含めた社会全体で支援していく

視点を持ち続ける必要があるだろう。具体的には，企業

や学校などの環境の改善，家事や育児の負担の軽減，専

門的なカウンセリングや治療の提供などが必要であると

考 え ら れ る。 ま た，Kancheva Landolt & Ivanov 

（2020） は，PMSへの対処においては，当事者のパート

ナーが男性であれ女性であれ重要な役割を果たすことを

示した。今後はパートナーを含めた介入方法や，学校や

会社などの組織全体への介入が検討される必要があるだ

ろう。また，社会的な偏見やステレオタイプが根強く

残っているため，社会的な理解や支援の促進や教育が重

要である。

いずれにせよ，PMSに関する科学的研究が積み重な

ることは，女性とその次世代の子どもたち，ひいては社

会全体の健康へとつながる重要な意義を持っているだろ

う。本論文で述べたように，国内外で心理的介入が

PMSによって引き起こされる抑うつや不安，不眠など

の身体的・心理的症状の改善に効果があるという研究が

増加傾向にある。また，デジタル技術を用いた介入の検

討も行われている。しかし，国内女性を対象とした

PMSに対する介入研究はデジタル技術の利用に関わら

ず寡少であるため，今後の研究の実施が求められる。
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